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既存事業の収益化に向けた構造改革（子会社の解散及びブランド廃止並びに人員体制の再構築）について

 

当社は、平成 27 年５月 15 日開催の取締役会において、下記のとおり既存事業の収益化に向けた

構造改革について決議しましたので、お知らせします。 

記 

１．構造改革の概要 

 当社は平成 27 年４月 20 日に公表した中期経営計画において、平成 29 年２月期に営業利益率５％

を達成し、平成 30 年２月期に営業利益率７％、ＲＯＥ５％を達成することを基本方針としています。

この方針に基づき、既存事業の収益化のためにブランドポートフォリオの見直しを進めてきました。 

 まず、株式会社Planet Blue Japan及び株式会社TOKYOSTYLE インプレスラインについては、上記

基本方針を達成するための収益貢献が困難であると判断し、平成 27年８月末をもって解散すること

を決定しました。 

 また、株式会社東京スタイルが運営するブラン ルビエ、スタイル コム、ブリジット、セーヌ ド

ゥー及びスタイル ミーの５ブランド並びに株式会社サンエー・インターナショナルが運営するボデ

ィ ドレッシング、レベッカミンコフ、バービーキッズ及びジル スチュアート ニューヨークの４ブ

ランドについても、同様の理由により、平成 27 年８月末をもって廃止します。 

 これに伴い、上記事業に係わる人員体制を中心にグループ全体の再構築をします。 

 

２．子会社の解散及びブランド廃止 

（１）株式会社 Planet Blue Japan の解散 

① 解散する子会社の概要 

 商 号  株式会社 Planet Blue Japan 

 本 店 所 在 地  東京都世田谷区玉川二丁目 21 番１号 

 代 表 者  代表取締役社長 廣瀬 啓二 

 事 業 内 容  アパレル・服飾雑貨・生活雑貨を融合したライフスタイル

セレクトショップの運営 

 資 本 金  100 百万円 

 設 立 年 月 日  平成 25 年１月４日 

 大株主及び持株比率  当社 80％、Ling-Su Chinn Inc. 20％ 

② 解散の日程 

平成 27 年８月 31 日付で解散し、平成 28 年２月末に清算結了の予定。 
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（２）株式会社 TOKYOSTYLE インプレスラインの解散 

① 解散する子会社の概要 

 商 号  株式会社 TOKYOSTYLE インプレスライン 

 本 店 所 在 地  東京都渋谷区神宮前一丁目２番４号 

 代 表 者  代表取締役社長 髙野 茂 

 事 業 内 容  衣料品の企画、製造、販売 

 資 本 金  10 百万円 

 設 立 年 月 日  平成 26 年３月３日 

 大株主及び持株比率  当社 100％ 

② 解散の日程 

  平成 27 年８月 31 日付で解散し、平成 28 年２月末に清算結了の予定。 

 

（３）ブランド廃止及び間接業務部門のスリム化 

株式会社東京スタイルが運営するブラン ルビエ、スタイル コム、ブリジット、セーヌ ド

ゥー及びスタイル ミーの５ブランド並びに株式会社サンエー・インターナショナルが運営す

るボディ ドレッシング、レベッカミンコフ、バービーキッズ及びジル スチュアート ニュー

ヨークの４ブランドについては、平成 27 年８月末をもって廃止することを決定しました。こ

れに併せて、間接業務部門の大幅な縮小と効率化も実施します。 

 

３．人員体制の再構築 

（１）グループ内の再配置 

解散子会社及び廃止ブランドに従事する従業員は関連部門を含めて約 800 名が在籍してい

ます。転籍等によりグループ全体で再配置をすることで、グループ人材の最適化を図ります。 

 

（２）希望退職の募集等について 

① 募集対象者 

当社並びに子会社の株式会社 Planet Blue Japan、株式会社 TOKYOSTYLE インプレスラ

イン、株式会社東京スタイル、株式会社サンエー・インターナショナル及び株式会社 TSI・

プロダクション・ネットワークの従業員 

② 募集人数 

前述のとおり、グループ内での転籍等、グループ人材の最適化を図る施策も同時に実

施するため未定。 

③ 募集期間 

平成 27 年６月中旬から平成 27 年８月中旬まで（予定） 

④ 退職日 

平成 27 年８月 31 日 

 

 



 

 

⑤ その他 

退職金に加え特別加算金を支給すると共に、希望者に対しては再就職支援会社を通じ

た再就職支援を行います。 

 

４．今後の見通し 

平成 28 年２月期（平成 27 年３月１日～平成 28 年２月 29 日）の連結業績への影響につきまして

は現在精査中であり、確定次第速やかに公表します。 

 

   以 上 


